
lA Ⅰ 地域における 健康づくりと 支援システムの 構築 

0 谷口邦彦，駒田 伊 知明 ( 大阪科学技術センタⅡ 

1 . はじめに 

近年、 急速な高齢化社会の 到来・健康志向の 高まりの中で、 都道府県・地方官 

治 体で、 「健康センター」 「健康科学センター」 の建設が推進されている。 

その構想は、 その自治体の 医療・福祉・ 健康づく り活動への取り 組みによって 

少し形態は異なるが、 今までその自治体の 成人病 ( 生活習慣病 ) 、 公衆衛生への 

取り組みの集積を 基盤に、 関連施設の統廃合やその 地域の整備という 構想が多く 

見られる。 第 1 図はその一例であ るが、 拠点の整備と 併せて住民に 至るまでの中 

間機能を想定して 構想に組み入れられている。 

筆者らはこれら 構想づく りに関して、 特に健康づく り行政の中核と 考えられる 

都道府県に対して、 数百万人の住民一人一人に 健康づく りに向けた行動変容を 促 

すことを主眼とした 機能として、 住民への健康づく り情報創製に 向けた 「健康開 

発 活動」 および 「指導者養成」 と併せて 「健康情報 受 発信基地機能」 を中核とす 
る 、 「健康づく りネットワークの 確立」 提案してきた。 ( 第 2 図 ) 

今回、 急速に進展するマルチメディア 環境の中で、 この基地機能の 在り方につ 

いて調査研究を 実施したので 報告する。 

2 . 健康情報の種類と 使われ方 
都道府県の健康科学センターから 発信する健康情報について、 下記の二つに 大 

則 し、 各々利用者を 想定して検討を 行った。 

① 来館者・研究協力者から 提供を受けた 測定データや 大字・研究機関の 関連 デ 

一タ などを基に、 研究の成果として 内部で創製されるオリジナル 情報 

② 厚生省等から 得られる既存データを 活用した覚部から 得られる情報 

利用者については 下記のように 分類した。 

( 1 ) 専門家 ( 研究者、 教育者 ) 

( 2 ) 一般住民 ( 児童・青少年、 成人 ) 

( 3 ) 行政 ( 市町村、 保健所 ) 

( 4 ) 関連機関 ( 学校・教育委員会、 企業、 民間健康関連施設、 医療関連機関 ) 

個々の疾病や 福祉に関する 情報については、 それそれの専門機関があ るので、 

そこに委ねることとして、 ここでは健康づく りに係わる情報に 限定した。 

しかしながら、 住民へのサ ーヒ スとして、 少なくとも専門機関への 紹介情報や 

インターネットをべ ー スにシステムを 構築する時には、 これら機関へのアクセス 

に関するリンク 情報は必要であ ろう。 

今後の課題は 、 個々の情報のポリュー ムの 推定や、 利用する場面に 即した イ ン 

ターフェースの 検討であ る。 

一 Ⅰ 7 一 



3 . 健康情報を効率よく 発信するためのメディアの 検討 

健康情報の発信媒体には、 新聞、 テレピ、 ラジオ等在来の 媒体の他、 マルチメ 

ディアの利用が 期待されている。 

ここではマルチメディアを 構成する代表的な 例として、 電話、 C A T V 、 パソ 

コン通信、 インターネッ ト 、 C D 一 R O M の特色、 現状、 健康情報への 利用形態 

ほ ついて整理した。 

この中でも、 ディジタル化のため 情報の加工・ 蓄積が容易、 双方向で通信可能、 

タイムリ一な 情報提供、 世界レベルの 豊富な情報源という 条件を満たすインター 
ネッ トの利用が、 利用者 1 0 0 0 万人時代を迎え 健康情報の受発信に 最も適した 

媒体といえるが、 行動変容を促進するようなテキスト 的な情報については、 文書 

による情報への 慣れからインターネッ トへの移行には 時間を要すると 思 、 われるの 

で、 利用者側の情報利用環境の 整備状況に見合った メ デイアミックスの 設計が肝 

要 であ ろう。 

今後の課題としては、 マルチメディア 
収集した情報の 検証や 双方向性 

著作権 、 研究段階の情 
報と一般向け 情報など 

内容に関する 評価やセ 
キュリティ機能の 検討 

であ る。 
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第 3 図 検討対象とした 発信媒体 

4 . 健康情報の受発信に 関する市町村の 状況 

健康情報を実際に 住民へ提供するのは、 直接、 地域住民と接している 保健所や 

市町村であ る。 全国でも死亡率や 成人病の発生率が 高い大阪府下の 4 4 市町村に 

下記項目にってアンケート 調査を実施した。 

●普段の健康情報の 入手元と市民への 発信媒体 

「健康づく り情報」 の概念は幅広く、 アンケートの 際 イメージが拡散しない 

ように、 ここでは 「食事栄養」 、 「運動   健康増進」 、 「成人病予防」 の 3 種 

類 に係わる情報に 絞った。 

●情報収集・ 広報活動における 問題点 

●インターネッ トの活用 

●健康づく りの場として 活用している 施設 

●今後の施設整備状況 
●健康科学センターから 得たい情報とその 活用方法 

●その他、 健康科学センタ 一の情報に関すること 

その結果、 健康づく り関連の情報は 保健所や専門雑誌・ 書籍から得ている 例が 

一番多く、 ラジオ・ T V などのメディア     収集はその時々の 関心事との同期性 
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の点で課題が 残るがインターネットは 自己の関心事に 沿って収集できるので、 関 

心は高い。 それは、 昨年 0 一 1 5 7 に関するホームページに 対して自治体として 
整備されていないにも 拘 わらずアクセスしている 職員があ ることが示している。 

健康科学センターから 得られる情報への 期待は、 各種統計情報や 施設情報等の 

データベース 的な利用、 また市民や専門家の 疑問に対する 回答や 、 データの扱 い 

方や評価といった 相談機能であ った。 

今後の課題は、 地域の公的な 場における情報端末機の 整備拡充と、 各市町村の 

実状に合わせた 健康づく り情報の内容と 情報メディアの 設計であ る。 

5 . 健康に関する 国 ・地方自治体の 事例 

国 では厚生省が " 健康ネット " というホームページを 開設しており、 健康・ 体 

カ づくりに関する 様々な情報提供のほか、 健康評価や生活習慣の 改善を支援する 

プロバラムなどが 発信されている。 

地方自治体の 健康情報に関する 発信の動向を 把握するため 「全国自治体マップ 

検索」 のホームページを 都道府県ごとに 検索した。 全国 3 3 0 0 余の市町村の 内 、 

ホームページを 開設しているのは 3 9 9 あ り全体の 1 2 . 1 % に相当する。 一番 

多いのは北海道の 5 2 であ り、 この他には 1 0 市町村を越えるのは 6 県あ り、 大 

阪府は 5 市町村であ る。 

これらを下記の 3 つぼ分類して 動向をまとめると、 「健康づくり」 の内容が掲 

載 されている例は 少なく、 大半は、 健康づく り事業や関連施設の 案内情報と関連 

施策の広報であ り、 問い合わせ用に 電子メールを 表示していたのは、 大和市のみ 

であ った。 また、 市町村も含めて 健康関連のホームページを 開設していない 県は 、 

1 1 県であ る。 

① 健康づく り情報 

② 健康づく り案内情報 ( 含 : 施設案内 ) 

③ 健康づく り関連施策広報 

( 1 ) 健康づく り情報 

「健康づくり」 の内容が掲載されている 例は、 下記の 5 例であ った。 「健康 づ 

くり」 に関する一般情報は、 今後は先に紹介した 国の施策として 充実されるので、 

地域に固有な 健康づくり情報を 除いては、 厚生省の 「健康ネット」 の利用や都道 

府県や自治体からのリンクによって、 「健康ネット」 へ 接続する形になると 予想 

される。 

( 2 U 健康づく り案内情報 ( 含     施設案内 ) 
都道府県レベルでは 8 例、 市町村では 3 5 例であ り、 ホームページが 一番多く 

使用されているのは、 この応用例であ る。 案内情報も半ばコンテンツ 型で問いか 

ける型の伍し い 案内 ( 佐賀県武雄市 ) などは、 住民に親しまれるための 工夫として、 

参考になろう。 

( 3 ) 健康づく り関連施策広報 

都道府県では 1 5 例、 市町村では 1 5 例があ った。 関連施策も広報の 形ではな 

く、 案内情報を交えて 提供するなど 工夫されることが 多い。 
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今後の課題は 住民と直接接する 市町村において 提供されるべき 健康づく り情報 

と国レベル、 世界レベルで 提供される情報との 峻別、 これら一般情報へのリンク 
設計であ り、 また、 学会などにおける 情報提供に関する 研究成果を効果的に 、 か 

っ 円滑に実的システム ヘ 移転していくことであ ろう。 

6 . モデル提案 

第 2 項で検討した 健康情報の発信を 具体的にインターネッ トで展開するモデル 

として、 健康づく りの拠点肉をイントラネットで 構築し、 住民と直接接する 前線 

0 機関との間をインターネッ トで結ぶ形の 提案を試みた。 

情報提供に際しては、 

文字情報や図表だけで 
なく、 動画やゲーム 等 

民棚ぬ 病的 魑施及 

を 盛り込んだ手法、 さ 研究 磁博 

綱走府媒 
裸俺冴 ゑ襄 

らには年齢や 性別に合 成人病 穏運 

わせた形で行うことも 
医療 描蜘 

住民 健檸 せンター 科学 
考慮している。 公衆衛生 ガン予防 

今後の課題は、 医学 欝運 研究所 検診施設 

鹿擦磁持   
・健康を取り 巻く環境 

  市 W サ 

は 日進月歩であ るので、 学曳及 び 援苛委 % 台 

きめ細かい情報の 更新 @ 
等 、 コス トやマンパワ 

ツム 

一も含めた 「情報のメ 

ンテナンス」 であ る。 第 4 図 健康科学センターネッ トワークイメージ 

7 .  な す ぴ 

以上の調査研究の 結果、 健康づく りに向けて真に 住民の行動変容を 促し、 かつ 

効率的な健康情報 受 発信基地機能が 備えるべき条件は 下記と考えられる。 

① 研究者、 住民、 住民からの相談や 「ふれあ い 推進員」 のような住民の 行動変 

容を支援する 人々というよ う に供給対象を 峻別した発信情報の 供給基地。 

② 日進月歩の医学、 健康に関する 情報環境に対応できる 柔軟なメンテナンス 性 

の高 い システム。 

③ 研究用データ、 研究段階の情報と 一般向け情報など 内容による評価やセキュ 

リティ機能の 整備。 

④ デジタル情報通信、 インターネットを 基盤としつつも 利用者の情報利用環境 
に 見合ったメディアミックスの 設計と環境変化に 対応出来る柔軟性。 

⑤ 市町村レベルで 住民との接点で 利用される情報の 独自発信と同レベル、 世界 

レベルで入手できる 一般情報のリンクによる 他 システムの活用と 効果的な配分。 

一 以 上一 

本調査研究は、 大阪科学技術センタ 一の 「ヘルスケア 産業フォーラム」 におい 

て 、 日本自転車振興会の 補助金を得て 行ったものであ る。 
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第 1 図 健康づくり拠点構想の 一例 



Ⅱ健康科学センターⅡ 
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健康指標の向上をめざし、 活力あ る「健康都市」を 実現するための 戦略拠点 

健廣 づく りの科学と文化の 刮 造 ， 柑報 発信、 企画 " 評価、 支援 " 支流 
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健康度測定と 健 皮 処方   
    笘下 医学を基盤とした 健廉皮 
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第 2 図 健康科学センタニ 構想の一例 


